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１．組織の概要 

 

 

(1) 事業所の名称 

  株式会社 ＨＤＫ 

 

(2) 代表者 

  代表取締役 齋藤昌弘 

 

(3) 所在地  

  本社 

  〒192-0005 東京都八王子市宮下町１７７番地８ 

  電話 042-691-5621     

  FAX  042-691-5643 

 

(4) 環境管理責任者及び担当者 

    工場長 宝田次郎 

 

(5) 事業内容 

1）顧客設計の通信機器・半導体製造設備の組立及び配線 

2）一般労働者派遣事業（許可番号 派 13-306942 ） 

 

(6) 事業規模 

  設 立   平成元年７月 

  資本金   １０００万円 

従業員数  ４４名 

  建物面積 １，０７７平方メートル 
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(7)環境組織図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※適用除外→ＫＤＥの東京事業所への派遣でありＫＤＥの 

「ＥＭＳ（ＩＳＯ１４００１）下で適用除外」 

 

  役割・責任・権限 

代表者 

環境方針の策定 

環境管理責任者の任命 

環境経営システムの実施・管理に必要な資源の準備 

環境経営システムの定期的評価と見直し 

環境経営レポートの発行 

環境管理責任者 

環境経営システムの構築、実施、管理 

環境関連法規等の取りまとめ表を作成・更新 

環境関連法規等の遵守状況の評価 

環境目標・環境活動計画書を作成及び運用状況の評価 

環境経営レポートの作成     

是正処置・予防処置の指示 

外部からの要望、苦情の受付 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞ等 

製造：有鉛半田使用量管理 

管理：IPA 使用量管理 

機械実装：電力削減 

品質保証：確認 

全従業員 

環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚 

決められた事を守り、自主的・積極的に環境活動へ参加 

  

 

 

 

管理グループ 

製造グループ 機械実装 

品質保証グループ 

環境事務局 

適用除外 

 工場長 

(環境管理責任者) 

 

社長 

 

ＫＤＥ構内派遣 
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２．対象範囲 

(1)登録範囲 

株式会社ＨＤＫの「顧客設計の通信機器・半導体製造設備の組立及び配線」の 

事業活動に適用する。 

 

  (2)レポートの対象期間 

  2025年 4月～2026年 3月 

 

  (3)発行日 

2026年  ４月  １４日 
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３．環境経営方針 

            

環境活動基本理念 

                 

 株式会社ＨＤＫは、社会の一員であることを深く認識して、公平か

つ透明な企業行動に徹するとともに、企業活動を通じて、地球的な環

境の保全と地域的生活環境の向上に努めます。 

 

環境活動行動指針 

 

当社は基本理念のもとに、通信機器の組立及び配線業務の企業活動を

通じ、以下に掲げる指針に基づく環境管理活動を推進いたします。 

 

１．当社は、適切な環境マネジメントシステムを構築し、その継続的

改善に努めます。 

 

２．環境関連法令、条例等を遵守します。 

 

３．当社の環境負荷に関わる次の項目を目標に設定し、毎年定期的に

見直します。 

１） 地球温暖化防止のため、省エネルギー化を推進します。 

 ・生活用水の節水に努め、使用量を把握すると共に、節水型設備への変更を推進

致します。 

２）廃棄物の分別収集を行い、資源のリサイクルを推進します。 

３） 製造工程で使用される化学物質管理を徹底し、環境の保全を推進します。 

 ・当社が生産・販売・提供する製品における環境への配慮を行います。 

４）当社で購入する事務用品等のグリーン購入を推進します。 

 

４．当社の従業員に環境教育を通じ本方針を周知します。 

 

改訂日 令和３年４月１日 

株式会社 ＨＤＫ 

                    代表取締役 齋藤昌弘 
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４．環境経営目標（中期及び２０２５年度） 

                   

 No. 項目 基準値 中期目標 2025 年度目標   

 1 エネル

ギー使

用量の

削減 

電力使用量の削

減 
236,463 2027 年度 2017 年度比 10%削減   

  kWh 2017 年度比 10%削減     

 LPG 使用量の削

減 
59 2027 年度 2017 年度比 50%削減   

 kg 2017 年度比 50%削減     

 車両燃料使用量

の削減 
833L 2027 年度 ｶﾞｿﾘﾝ 2022 年度比 110%下  

 1,744L 2022 年度比 110%以下 軽油 2022 年度比 110%以下   

 2 二酸化炭素排出量の削

減 
121 2027 年度 2017 年度比 10%削減   

  t-CO2 2017年度値比25%削減     

 3 廃棄物排出量の削減 一般 2027 年度 2022 年度比 110%以下   

 530Kg 2022 年度比 110%以下    

 産業 2027 年度 2022 年度比 3%削減  

 30 m3 2022 年度比 3%削減 リサイクル調査継続   

 4 水使用量の削減 476 m3 2027 年度 2017 年度比 20%削減   

   2017 年度比 20%削減    

         

 5 化学物質使用量の削減  適正使用量の管理 適正使用量の管理   

      

        

 6 

 

環境に配慮した製品の

提供 
 鉛(半田)の適正使用 鉛(半田)の適正使用  

     

     

 7 紙使用量の削減  55,000 2027 年度 2022 年度比 3%削減   

  枚 2022 年度比 3%削減    

         

 8 

 

ｸﾞﾘｰﾝ購入率の向上   ｸﾞﾘｰﾝ購入可能品 ｸﾞﾘｰﾝ購入可能品への切替  

   への切替    

        

注記：電力の CO2 排出係数は、 

2017 年度の東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ値 0.462 kg-CO2/kWh を使用 
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 ５. 環境経営計画（２０２５年度） 

 

  活動計画 担当 日程 

エ

ネ

ル

ギ

ー 

電力使用量の

削減 

 

①不在場所の消灯と休憩時間の消灯実施。 機械実装 随時 

②室内温度を夏期 26℃、冬期 24℃目安に設定。 同上 随時 

③パソコン OA機器等を省エネモードに切替る。 同上 随時 

④室外機の日除け 

⑤ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ冷却用廃熱の利用と外気流入の緩和 

管理責任者 夏季 

冬季 

LPG 使用量の削

減 

①管理を適切に実施し、着放しにしない。 管 理 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

②お湯を沸かす量を配慮する。 同上 随時 

車両燃料使用 

量の削減 

 

①アイドリングストップを徹底する。 同上 随時 

②急発進、急停止をしない。 同上 随時 

③適正な車両を選択する。 同上 随時 

④定期便の１便化の徹底 同上 随時 

二

酸

化

炭

素 

二酸化炭素排

出量の削減 

 

①電力の使用量、LPG 使用量、車両燃料の使用

量を削減することにより実現する。 

管 理 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

 

随時 

廃

棄

物 

廃棄物排出量

の削減 

 

①ダンボールなど繰り返し梱包時に再利用す

る。リサイクル業者への引き渡し 

製造 Gr  

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

②新聞紙、緩衝材など繰り返し梱包時に再利用

する。 

同上 随時 

③ﾋﾞﾆｰﾙ袋を繰り返し再利用する。 同上 随時 

④プラスチック類のリサイクル・リユースの方

法を更に検討する。 

品 管 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

水 水使用量の削

減 

①流し放しにしない。 同上 随時 

②お湯を沸かす量を配慮する 管 理 Gr 

ﾘｰﾀﾞ 

 

化

学

物

質 

化学物質使用

量の管理 

 

①適正な使用量を厳守する。 同上 随時 

②こまめに容器のフタを締め、揮発を少なくす

る。 

同上 随時 

紙 紙使用量の削

減 

①裏紙をコピー用紙やメモ用紙として再使用す

る。 

品 管 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

②ペーパーレスの推進（パソコンで情報を共

有）。 

同上 随時 

ｸﾞ

ﾘｰ

ﾝ

購

入 

グリーン購入

量の向上 

①購入時に調べて、「グリーン商品」を購入す

る。 

発注者 

 
随時 
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６．環境経営計画に基づき実施した取組内容 

電力使用量の削減 

不在場所の消灯と休憩時間の消灯実施。 

→実施確認 

パソコン OA機器等を省エネモードに切り替える。 

→切替済み。引き続き実施 

高温発熱機器周辺を除き、室内温度を夏期 26℃、冬期 24℃目安に設定。 

→発熱機器周辺は適宜調整 

電力ピークの分散 

機器立ち上げ時間をシフトして電力使用ピークの分散を計る 

→社長から全体へ再度指示。デマンド監視機器の警報機能を利用して冬季朝の発報時に電

気ストーブ、加湿器の電源を一時的に OFF。 

ヒーター搭載機器の立ち上げ時間をタイマー機能活用と手動電源投入時間調整などで可能

な限りシフトした。 

また、以前は使用予定の有無にかかわらず、毎朝電源投入していたポイントソルダーを使

用時電源ＯＮ、使用後ＯＦＦに変更。 

→昨年度まで消し忘れが度々起きていたが、今年度は年間 2件に減少。（大幅減） 

LPG 使用量の削減 

一昨年の社長指示により湯沸かしをガスコンロから電気ポットに変更（火災予防） 

→引き続き実施中。ＬＰＧは湯沸かし器での食器洗浄、冬季拭き掃除用途に限られた。 

車両燃料使用量削減 

ＥＶ導入と積極活用、アイドリングストップを徹底する急発進、急停止をしない。適正な

車両を選択する。 

→運転者実施中。「その用事はＥＶで可能か」積極的に使用中 

定期便の１便化の徹底 

→ 顧客要請による例外を除き、２便運行の実績は無し。  なお、従来顧客より遠方に新

規取引先が１件追加されましたが、現状では１便運行を維持 

水使用量の削減 

流し放しにしない。お湯を沸かす量を配慮する。 

→実施中 

産業廃棄物排出量の削減 

ダンボールなど繰り返し梱包時に再利用する。リサイクル業者への引き渡し。 

→発送時に再利用中。新聞紙、茶紙、段ボール余剰分はリサイクル業者へ引き渡し。 

ﾋﾞﾆｰﾙ袋を繰り返し再利用する。 

→社内でリユース実施中 

プラスチック製緩衝材など繰り返し梱包時に再利用する。 

→発泡スチロールトレーを通い箱としてリユース中。エアーパッキンも顧客から返送して

もらい、数回のリユース中 
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化学物質使用量の管理 

適正な使用量を厳守する。こまめに容器のフタを締め、揮発を少なくする。 

→実施中 

基板洗浄廃液を治具及びフィルターの 1次洗浄液として繰り返し再利用 

→実施中、パッキン付き蓋つき容器で揮発を抑制。 

 

 

紙使用量の削減 

裏紙をコピー用紙やメモ用紙として再使用する。 

→適宜実施中 ＦＡＸで勝手に送信してくる迷惑広告類増加中 

ペーパーレスの推進（パソコンで情報を共有）。 

→適宜可能な範囲で実施中 

 

エアコン室外機の日除け 

夏季の酷暑時期に屋根の上に設置されているエアコン室外機に日除けを 5 月より継続設置。 

  

固定ベルト切れなど、経時劣化したものは随時補修を実施 
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【追加実施】温度スイッチ 

従来春、夏、秋２４時間稼働させていた屋根裏廃熱用換気扇に温度スイッチを介入させ、

非高温時に電源ＯＦＦになるようにすることで節電。夏季はＯＮのままだが、春、秋は雨

天時や夜間に自動で停止。（必要に応じ手動ＯＮ／ＯＦＦも可能） 

 

 

 

ＰＳＡ付属コンプレッサーの冬季廃熱利用・冷気流入対策 

引き続き、屋外へ排出しているＰＳＡ付属コンプレッサー廃熱ダクトの暖房機器並に暖め

られた排気の一部を冬季（冷感時）に限り室内へ取り込み。 

一部が屋外排出から室内循環にまわり、屋外への排気量が減少した分、屋外からの冷気の

流入が減少し暖房機器稼働時間の削減を図った。 

 

夏季などは“熱気”を屋外へ排気 
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操作は人手によるが、目玉クリップで容易に開閉。 

夏季の廃熱は“熱気”でしかないので、室内側は閉じて全量屋外へ排出。 

 

通年 

衣替えの廃止（継続実施） 

従来は、作業着の衣替えを・夏服：6月下旬～7月上旬・冬服：9月下旬～10月上旬 の各 1

週間をオーバーラップ期間として実施していました。 

しかし、近年の気候変動により気温変化が大きく、また暑さ・寒さの感じ方にも個人差が

あることから、まずは衣替え期間を「1か月へ緩和」し、その後衣替え制度自体を完全に廃

止。 

現在は、夏服・冬服の選択を通年で各自が自由に行える運用としており、これにより冷暖

房機器の稼働率低減にも寄与しています。 

実際に、3月の段階で半袖着用者が見られるなど、一定の効果を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダクトの室内側を開放して温かい空気（廃熱）を屋内に導入

（冬季）屋外排出から室内循環にまわった分、屋外からの冷た

い空気の流入が減少。 
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７－１．環境経営目標及び環境経営計画の２０２５年度実績・取組結果とその評価 

二酸化炭素総排出量：６５．５t-CO2 

廃棄物量（一般）：７９０kg 

廃棄物量（産業）：９，１００ｋｇ（廃ﾌﾟﾗ）＋４，０１１ｋg（その他） 

上水使用量：３１８ｍ３（生活用途のみ） 

  基準値 2025 年 4 月～2026 年 3

月目標 

2025 年 4 月～

2026 年 3月実績 

結果 

エネ

ルギ

ー 

電力使用

量 236,463 kWh 基準値比 10%削減 
129,728kwh  

45.1%削減 ○ 

LPG 使用

量 59 Kg 基準値比 50%削減 

15kg  

74.4%削減 〇 

車両燃料

使用量 833 L ｶﾞｿﾘﾝ基準値比 110%以下 
521.94L  

62.6% ○ 

1,744 L 軽油基準値比 110%以下 
1,670L  

95.7% 〇 

二酸

化炭

素 

二酸化炭

素排出量 

 

121 t-CO2 基準値比 10%削減 

65.5t-CO2  

45.7%削減 〇 

廃棄

物 

廃棄物排

出量 

 

可燃 530 Kg 基準値比 110%以下 
790Kg  

149.1% × 

産業廃棄物(ﾌﾟﾗ) 

10,500 kg 
基準値比 3%削減 

9,100kg  

13.3%削減 〇 

水 水使用量 
476 m3 基準値比 20%削減 

318m3  

33.2%削減 〇 

化学

物質 

IPA  適正使用量の厳守 減少 ○ 

トルエン  適正使用量の厳守 同程度 ○ 
環 境

配 慮

製品 

鉛  適正使用量の厳守 
減少 ○ 

紙 紙使用量 

 55,000 枚 基準値比 3%削減 

５１，０００枚  

7.3%削減 〇 

購入 グリーン

購入量 

調査済品はリピ

ート購入 

 調査済品はリピ

ート購入 
○ 
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電力使用量は１２９，７２８ＫＷｈで昨年度より１２，３２４ＫＷｈ削減、基準の 2017 年

度基準値に対して５４．９％(４５．１％削減)となり目標達成。 

電力消費の多い機器の稼働状況は、7 月 2024 年 13 日、2025 年 14.5 日、11 月 2025 年 10.5

日 2026 年は 15 日、1 月 2025 年 8.5 日 2026 年 13 日と、受注が減少しているなかでも差が

表れたことに加え、気候面では、前年と比較すると、記録的猛暑であった 7 月、11 月は前

年の高温傾向から平年並み、1月も前年のかなりの暖冬から少し寒さが戻ったことなどから

電力使用量を押し上げ、それぞれ昨年を上回る要因となった。 

2026 年度は電力消費の多い機器の関わる一部の機種で「1.3 倍程度へ増産」とされている

のでより節電に努めたい。 

電力使用量グラフ 
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ＬＰＧの使用量は１５Ｋg で 2017 度の５９Kg に対し２５．６％(７４．４％削減)。社長指

示による湯沸かしの電気ポットへの切替効果による。（火災リスク低減のため電力エネル

ギーへ変更）生活用途に限られるため今後も大きな変動はないものと思われるため目標も

引き続き「50%削減」としている。 

軽油の使用量は１，６７０㍑、で基準値比９５．７％(４．３％削減)、前年比５．８％増

加。ガソリンの使用量は５２２㍑基準値比６２．６％(３７．４％削減)で共に目標達成。

ガソリンの減少は、1台ＥＶへの更新、及び積極的な活用の効果と思われる。 

二酸化炭素排出量は電力消費量削減に伴い減少し、６５．６ｔ－Ｃ０2 であった。基準の

2017年度比５４．３％ (４５．７％削減)目標達成。受注状況、気温の変動による影響を受

けているが、引き続き削減に向けての努力を実施する。 

 

二酸化炭素排出量の推移グラフ 

電力のCO2排出量排出係数は2017年度（基準年度）東京電力エナジーパートナーの値0.462 

CO2-kg/kWhを使用しての比較 
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産業廃棄物は、廃プラ(※)が２６m3とやや増加。非圧縮であるが役所届出時の計算式３５０

ｋｇ／㎥計算で９，１００ｋｇであった。８６．７％（１３．３％削減）で目標達成。顧

客との梱包容器、梱包用パッキンのリユースの状況は、そのまま「顧客からの出荷」に使

用されているものもあり、梱包用パッキンの戻りは減少傾向だが「リユース」はされてい

る模様。 

可燃ごみは目標未達成。７９０Ｋg 昨年より５４０Ｋg 増加。電子ファイル保存化で不要と

なった、「１０年保管」の「紙」記録類の大量廃棄によりに増加。 

生活用途の上水使用量は３１８m3、昨年よりやや増加。６６．８％(３３．２％削減)で目

標達成。 
(※)生産活動で排出される産業廃棄物は廃プラのみのため、廃プラのみ目標管理。非圧縮であるが、重量変換

は役所届出の 350Kg/㎥で計算 

 

 

 

７－２  次年度の環境経営目標及び環境経営計画 

２０２６年度の環境目標につきましては、二酸化炭素排出量が順調に削減できていること

から、前年度と同一の目標値を継続設定する計画である。  

一方、２０２６年度は一部製品において受注増が見込まれており、これに伴う機器稼働時

間の増加により、電力消費量および ＣＯ２排出量の増加が予測される。これらは環境負荷

の面で課題となる要因であるが、事業活動の拡大に起因するものであり、適切な管理と対

策が必要である。 

また、現在、社長指示のもと導入を検討している新規機器については、受注増加に伴う電

力消費量の増加分とはんだ使用量を可能な範囲で抑制することを目的としている。当該機

器の性能を最大限に活用することで、ＣＯ２排出量の削減および環境負荷低減への寄与を

図る方針である。 

老朽化したエアコンを更新するにあたり、省エネ性能の高い機種を導入するとともに、ガ

ラス窓の一部を壁化して断熱性能を強化する。これらの取り組みにより、作業場全体の冷

暖房効率を向上させ、より快適な作業環境の確保と節電効果の両立を図る。 
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７－３ 次年度の目標及び中期目標 

 

No. 中長期目標(2027年度) 2026年度目標 担当部門

2027年度 2017年度比10%削減 製造Ｇｒ

2017年度比10%削減

2027年度 2017年度比50%削減 管理Ｇｒ

2017年度比50%削減

2027年度 ガソリン2022年度比110%以下 管理Ｇｒ

2022年度比110%以下 軽油2022年度比110%以下

2027年度 2017年度値比10%削減 品質保証Ｇｒ

2017年度比２５%削減

2027年度 2022年度値比3%削減(ﾌﾟﾗ) 製造Ｇｒ

2022年度比3%削減 ﾘｻｲｸﾙの調査継続 環境管理

2022年度比110%以下(可燃) 責任者

2027年度 2017年度値比20%削減 管理Ｇｒ

2017年度値比20%削減

適正使用量の管理 適正使用量の管理 管理Ｇｒ

鉛(半田)の 鉛(半田)の適正使用量の管理 製造Ｇｒ

適正使用量の管理

2027年度 2022年度比3%削減 品質保証Ｇｒ

2022年度比3%削減

ｸﾞﾘｰﾝ購入可能品 ｸﾞﾘｰﾝ購入可能品への切替 管理Ｇｒ

への切替 ﾘﾋﾟｰﾄ購入

※電力のCO2排出係数は0.462 kg-CO2/kWhで計算

項目

1 エネル
ギー使用
量の削減

電力使用
量の削減

LPG使用量
の削減

車両燃料
使用量の
削減

2 二酸化炭素排出量の
削減

3 廃棄物排出量の削減

4 水使用量の削減

8 グリーン購入率の向
上

5 化学物質使用量の適
正量管理

6 環境に配慮した製品
の提供

7 紙使用量の削減
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７－４. 次年度の環境経営計画 

 

  活動計画 担当 日程 

エ

ネ

ル

ギ

ー 

電力使用量の

削減 

 

①不在場所の消灯と休憩時間の消灯実施。 機械実装 随時 

②更新時に省エネタイプエアコンへの入替 代表者 ４月 

③一部窓の壁化による断熱性能強化 代表者 ４月 

④室外機の日除け 

⑤ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ冷却用廃熱の利用と外気流入の緩和 

管理責任者 夏季 

冬季 

LPG 使用量の削

減 

①管理を適切に実施し、着放しにしない。 管 理 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

②お湯を沸かす量を配慮する。 同上 随時 

車両燃料使用 

量の削減 

 

①アイドリングストップを徹底する。 同上 随時 

②急発進、急停止をしない。 同上 随時 

③適正な車両を選択する。ＥＶの積極活用 同上 随時 

④定期便の１便化の徹底 同上 随時 

二

酸

化

炭

素 

二酸化炭素排

出量の削減 

 

①電力の使用量、LPG 使用量、車両燃料の使用

量を削減することにより実現する。 

管 理 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

 

随時 

廃

棄

物 

廃棄物排出量

の削減 

 

①ダンボールなど繰り返し梱包時に再利用す

る。リサイクル業者への引き渡し 

製造 Gr  

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

②新聞紙、緩衝材など繰り返し梱包時に再利用

する。 

同上 随時 

③ﾋﾞﾆｰﾙ袋を繰り返し再利用する。 同上 随時 

④プラスチック類のリサイクル・リユースの方

法を更に検討する。 

品 管 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

水 水使用量の削

減 

①流し放しにしない。 同上 随時 

②お湯を沸かす量を配慮する 管 理 Gr 

ﾘｰﾀﾞ 

 

化

学

物

質 

化学物質使用

量の管理 

 

①適正な使用量を厳守する。 同上 随時 

②こまめに容器のフタを締め、揮発を少なくす

る。 

同上 随時 

紙 紙使用量の削

減 

①裏紙をコピー用紙やメモ用紙として再使用す

る。 

品 管 Gr 

ﾘｰﾀﾞｰ 

随時 

②ペーパーレスの推進（パソコンで情報を共

有）。 

同上 随時 

ｸﾞ

ﾘｰ

ﾝ

購

入 

グリーン購入

量の向上 

①購入時に調べて、「グリーン商品」を購入す

る。 

発注者 

 
随時 
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８．環境関連法規などの遵守状況の確認及び評価の結果、並びに違反、訴訟などの有無   

  

法規遵守状況 

○廃棄物処理法                     遵守 

○東京都環境確保条例                  遵守 

○八王子市下水道条例                  遵守 

○騒音規制法                      遵守 

○東京都環境確保条例                  遵守 

○振動規制法                      遵守 

○東京都環境確保条例                  遵守 

○悪臭防止法                      遵守 

○東京都環境確保条例                  遵守 

○特定化学物質の環境への排出量の把握等 

及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）      遵守 

○東京都環境確保条例                  遵守 

○消防法                        遵守 

○東京都環境確保条例                  遵守 

    ○フロン排出抑制法                   遵守 

法規制違反の指摘及び訴訟の請求は過去 3年以上ありません。 

また、地域住民等からの苦情は過去 3年以上ありません。 

 

次年度の取り巻く環境の変化 

徐々に上昇を続けていた金属相場は、昨年終盤から更に予想を大きく上回る勢いで上昇を

続け、はんだの購入価格も高騰。棒はんだの最新の見積価格は 2024 年度比３．２倍、2019

年度辺りの比較的価格が落ち着いていた頃に比べ約６．１倍まで高騰している。ペースト

はんだも高騰中。需給バランスの問題もあり、高値はしばらく続くと思われる。 

東京電力エナジーパートナーの電力プランが強制的に変更となり、選択したプランでは、

一定の割合市場相場連動で影響を受けるため、電気代は増えると思われる。 

更にイスラエル・アメリカによるイラン攻撃・紛争によるホルムズ海峡封鎖、代替ルー

ト・代替産地品入手等の影響での石油関連の価格上昇、入手難、電気料金の更なる高騰も

見込まれる。より一層の節電、節約は必須。 
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  19 

９．代表者による全体の評価と見直し 

環境経営方針変更の必要性 

無し。このまま継続する。 

 

目標・活動計画変更の必要性 

無し。このまま継続する。 

 

実施体制変更の必要性 

無し。このまま継続する。 

 

  

 

総括 

今までの施策は確実に成果を出しており、大きく経営にも寄与している。 しかし、乾い

た雑巾も、放っておくと何時の間にか湿ってくる。 気を緩めることなく、もっと良い会

社を目指して行こう。 地球環境保全活動に終わりはない。  

 

代表者の指示事項 

昨今の中東危機や金属価格高騰もあり、事業を取り巻く環境は深刻化している。石油由来

の材料や有機溶剤、はんだ等の有限な金属の使用量を削減し、サステナブルな仕事のやり

方を模索することが重要である。限りある資源を代替手段が見つけられるまで有効に活用

し、価格高騰には使用量の削減で対応するほかに手段がない。その為には、今までの仕事

のやり方を変える必要がある。従来の慣習にとらわれず、一歩前を見て持続可能な会社を

目指す。   

 

 

 

 


